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１．はじめに 

 

1970年代末以来の｢改革開放｣政策が功を奏し、年平

均10%前後の経済発展を遂げている中国は、2000年に

は名目GDPで世界6位、輸出額では世界7位にランクさ

れる経済大国となった。そして2001年にはWTO加盟と

北京五輪開催決定(2008年)を実現し、13億の人口を要

する巨大市場としてますます世界経済における中国の

存在感は拡大している。しかし、高度成長の陰で持続

可能な発展を阻害する諸問題、特に環境問題が深刻化

している事実を見逃してはならない。そして中でもエ

ネルギー大量消費に伴い生じる大気汚染問題は喫緊の

対策課題となっている。 

このような状況に対し、中国政府は1989年制定 

の環境保護法を基本法規として大気を含めた環境汚染

監視体制を敷いており、また技術面でも汚染物質の低

減･除去装置等の更新･新設を鋭意進めている。しかし、

近年の中国環境状況公報による政府見解を見ると｢都

市部での環境汚染は依然として進行し、同時に農村部

にも蔓延している｣(1996年)から｢全国における環境汚

染の悪化趨勢が総体的に基本制御されはじめている｣

(1999年)と改善の兆しは伺えるものの、依然として厳

しい状況にあることに変わりない1)。また、環境設備

投資も大都市や経済発展著しい東部沿海部地域など一

部地域で見られるが、内陸部はじめ多くの地域では十

分な対応はできていない現状にある2)。これら状況か

ら、中国における環境政策を効果的なものにするには

空間や経済といった地域単位の格差を考慮すべきとい

える。 
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中国の環境汚染に関する調査研究は、国内外の研究 

機関を問わずこれまで多く実施されている。特に産業

および経済活動の視点から産業連関表を用いた環境分

析は日本でも多くなされている3),4)。しかしこれら研

究の多くは中国全土を1地域と捉えて解析しており、

省市区レベル等の地域単位に分割して行なわれていな

い。したがって地域間の産業連関が誘発する環境負荷

については情報が得られていないのが実情である。 

そこで本研究では、これまで筆者らが開発してきた

1997年中国省市区レベルの地域間産業連関表をベース

にし、省市区単位での硫黄酸化物(SOx)の動向を解析

することを目的としている。なお地球規模では二酸化

炭素(CO2)による影響が甚大ではあるが、CO2はSOxに比

べ移動発生源(車両など)の寄与が高いため地域固有の

問題と捉えにくいことが本研究で環境負荷物質として

SOxを選んだ理由である。以降の論文構成は、第2章で

中国の大気環境を、第3章では環境に係る産業連関分

析を概観する。第4章では本研究の解析で用いる中国

の地域間環境産業連関表推計方法を解説する。そして

第5章では、推計表を用いてSOx発生を誘発する地域特

性を解析する。 

 

２．中国の大気環境状況 

 

SOx発生は石炭や石油などの化石燃料の燃焼による 

ものである。図－１では中国および世界主要国の一次 

エネルギー利用状況を示している。2000年における 

一次エネルギー消費量で中国はアメリカ、旧ソ連に次 

いで世界 3位(石油換算で 7.5億トン)である。先進国 

では石油が最も使用比率が高いエネルギー源であるが、 

中国とインドに限っては石炭利用度が他のエネルギー 

源に比べ高い。とりわけ中国で採掘･使用される石炭 

は硫黄含有量が高いため、硫黄酸化物(SOx)が原因の 

大気汚染とこれより派生する酸性雨被害は甚大である。 
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図－１ 世界の一次エネルギー消費比率 
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図－２ 省市区別の SO2排出量(1997年)
出典：中国環境年鑑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 次エネルギーである電力消費で概観すれば、中国は

アメリカに次ぐ世界第 2 位の消費量(1.2 兆 kWh)であ

り、また最近 10 年間(1989-1999 年)の消費量成長率で

は OECD加盟国が 1.2-1.4倍であるのに対し中国は 2.1

倍と驚異的な伸びを示している。このように使用エネ

ルギー源組成の特異性と経済成長に後押しされる高エ

ネルギー需要が、中国における大気汚染をますます悪

化させる要因となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２には省市区別のSO2排出量(1997年)を示して 

いるが、排出量が多いのは経済活動が盛んな東部沿海 

地域と石炭産生地である南部内陸地域(重慶市、四川 

省)である。東部沿海部では活発な生産活動を支える 

一次、二次エネルギー需要が多いこと、四川省等の南 

部内陸地域は安価でアクセス容易な石炭原料を多く利 

用できることがSO2排出量の大きさに反映されている 

と考えられる。 

 

３．環境の産業連関分析に関する既往研究 

 

環境分析用産業連関表(環境IO表)は、1970年にW.  

Leontiefにより考案された公害分析用産業連関表に端 

を発する。Leontiefは汚染因子を経済活動に伴う副産 

物として捉え、かつ汚染因子除去活動を通常の経済活 

動とは分離してIO表に記述する手法を採用し、このよ 

うなタイプの環境IO表は拡張Leontiefモデルと呼ばれ 

ている。これに対し、CO2などの地球温暖化ガスを対 

象としたIO分析には汚染物質除去産業が計上されてい 

ない簡略型(一般化IO表)が利用されることが多い。吉 

岡ら4)によれば、環境IO表を用いた分析事例は欧米を 

対象にしたものが大半を占め、対象物質も大気に限れ 

ばCO2が最も多いがその他に粒子状物質、SO2、NOx、 

CO、HFと多岐に渡っている。中国を対象にしたもの 

ではCO2、SOx、煤塵についての分析3), 5)-6)を挙げるこ 

とができるが、前述したようにこれら分析は中国全土 

を1単位と扱ったものである。 

 

４．地域間環境産業連関表の推計 

 

(1) 中国省市区レベルの地域間産業連関表の推計 

中国国家統計局は1997年に省市区レベルの地域産業 

連関表(29省市区、38産業)を推計している。この地域

産業連関表を奥田･橋本7)および奥田ら8)の方法にした

がい競争移入型の地域間産業連関表として推計した。

なお、今回は解析を簡略化するために産業分類を11産

業として行なっている。表－１に産業分類を、表－２

には地域分類を示す。 

 

(2) SO2排出原単位の推計 

SO2の原単位推計では既に44産業分類について行な 

われている3)が、1987年時点の推計値であるため10 

年後である1997年当時とは特に工業部門での排出状況 

が更新されていると考えられる。よって本研究では前 

述既存値を利用しつつSO2の排出原単位(kg/万元)を以 

下の手法で再推計した。 

 

 



  表－１ 産業区分 表－２ 地域区分
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                      式 (1) 

i,rÊ  ：地域r、産業iにおけるSO2排出量一次 

   推計値 (万トン) 

i,rX  ：地域 rにおける産業 i生産額 (万元) 

�
r

i,rX ：産業 iの全国生産額 (万元) 

iE  ：産業 iからの SO2全国排出量 (万トン) 

 

すなわち、式(1)では各産業の全国排出量を生産額

で地区別に按分していることを示す。しかしこの一次 

推計値の産業合計および地域合計はそれぞれの統計値 

とは乖離しているため、その差が最少となるようにバ 

ランスを取ることで二次推計値とする。この作業によ

り得られた二次推計値を各地域の産業別生産額で除す

ることで排出原単位が推計される。 

i,r

i,r
i,r X

E~
ˆ =ε                        式 (2) 

i,rε̂  ：地域 r, 産業 iにおける SO2排出原単 

位推計値 (kg/万元) 

i,rE~ ：地域r、産業iにおけるSO2排出量二次 

推計値 (万トン) 

 

 

なお、1997年統計に産業別排出量が掲載されていな

い産業(第1次、第3次)については、排出処理技術が10

年間で大きく変化していないと仮定し既存の推計値3)

を用いた。本推計で使用したデータソースは以下のと

おりである。 

・1997年の省市区別および産業別SO2排出量 

・産業別の全国および地区生産額  

 

５．分析結果 

 

(1)  SO2排出を誘発する最終需要地域分布 

  図－３には、各地域で排出されたSO2がどの地域の 

最終需要により誘発されているかを示している。なお 

ここでいう排出量は、先に挙げた11産業によるSO2排 

出量の合算値である。東部沿海地の生産拠点とされて 

いる江蘇省をみれば、河北、山東、安徽省をはじめと

した周辺地域の最終需要が江蘇省のSO2発生を引き起

こしていることがわかる。これら他地域の最終需要に

よるSO2発生量は江蘇省での全発生量117万トンのうち

59%(69万トン)を占めるが、そのうち海外需要による

ものは17%(20万トン)に及ぶ。すなわち、輸出品生産

のためのSO2排出量が全体の約6分の1を占めているこ

とがわかる。 

内陸部地域でのSO2排出状況を見ても、経済的に優 

位な東部沿海地域における最終需要が排出を誘発して

いることがわかる。ここでは一例として甘粛省を取り

上げる。甘粛省におけるSO2排出量63万トンのうち、

No 省市区名 No 省市区名 No 省市区名

1 北京市 11 浙江省 21 重慶市 
2 天津市 12 安徽省 22 四川省 
3 河北省 13 福建省 23 貴州省 
4 山西省 14 江西省 24 雲南省 

5 
内蒙古 
自治区 

15 山東省 25 陜西省 

6 遼寧省 16 河南省 26 甘粛省 
7 吉林省 17 湖北省 27 青海省 

8 黒龍江省 18 湖南省 28 
寧夏回族
自治区 

9 上海市 19 広東省 29 
新彊維吾
爾自治区 

10 江蘇省 20 
広西壮族
自治区 

30 
その他 
地域 

No 産業名 対象となる産業 

1 農林 
水産業 

農業･畜産業･林業･水産業 

2 鉱業 
金属鉱業･非金属鉱業･石油･天然ガ
ス･石炭 

3 食料品 食料品 
4 化学 化学･石油石炭製品 
5 金属 鉄鋼･非鉄金属･金属･ 

6 機械 
一般機械･輸送機械･電気機械･電子
機械･事務機械･機械修理 

7 その他 
製造業 

繊維･衣服･木材･木製品･パルプ･紙･
加工品･窯業･土石･その他手工業 

8 建設業 建築 
9 公益事業 電力・熱供給･ガス･水道 

10 商業･運輸 商業･運輸 

11 サービス 
飲食業･金融保険･教育文化･その他 
サービス 



東部沿海地域の最終需要による誘発排出量は約6分の1

の11万トンである(他地域の最終需要による排出量は

全体の52%である33万トン)。すなわち、他地域から

の誘発排出量のうちの3分の1が東部沿海地域によるも

のであることがわかり、東部沿海地域の内陸部への 

経済的影響力の大きさが伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 輸出によるSO2排出地域の分布 

  図－４では、中国からの輸出品生産がどの地域の 

SO2排出を誘発しているかを示したものである。輸出 

品生産によるSO2排出量は全土で263万トンの及ぶ。 

1997年に排出されたSO2の約15%に相当する。地域別 

に見れば生産活動が活発な東部沿海地区の省市に集中 

しており、順に山東省、広東省(共に26万トン)、遼寧 

省(22万トン)となっている。しかしながら、輸出品生

産の影響を受けていない地区は西部内陸部わずかな地 

 

域であり、ほとんどの地区ではその影響を大きく受け

ていることがわかる。改革開放政策の進展とWTO加

盟による市場開放が進めば、この割合はますます高く

なると考えられる。 
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図－４ 輸出による SO2排出地域の分布


